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はじめに

　一般に環境指標としては，環境に与える影響の度合いを汚染物質の排出量，物理的・化学的刺激量や

生息する生物の種類や個体数などの生物的指標を使用することが多い。このような場合，環境指標は個

別の環境問題に対応した単位で表現される。しかしながら，こうした環境指標では，最終的に環境に与

える影響を評価することはできても，経済活動における環境保全行動を評価することはできない。そこ

で本稿では，とりわけマクロ・メゾ環境会計情報として会計単位における環境保全（あるいは環境改善）

の度合いを表現できる新たな環境指標を開発することを目的とする。

　環境保全行動の効果は，1つは環境負荷の削減として発現し，もう1つは自然環境から提供される環

境財・サービスの増加，すなわち環境便益として発現する。環境便益の発現の代表的なものとして農林

業の多面的機能があげられる。マクロ・メゾ環境会計の代表的なフレームワークとしてSEEA（System

fbr　integrated　E丑vh℃nmental　and　Economic　Accounting）とNAMEA（National　Accounting　Matrb【

including　Enviro丑me嬬al　Accounting）がある。　SEEAは物量表を持つものの，主たる勘定表は貨幣単

位であり，導出される指標は環境調整済み国内純生産などの経済指標である。一方，NAMEAは貨幣単

位の国民会計行列と，物量単位の環境勘定を組み合わせたフレームワークであり，導出される環境指標

は汚染物質毎の排出量に基づく物量であり，これが環境問題に対応して等価量等で総合化されるもので

ある。また，マクロ環境会計では経済活動と環境の相互関係を示すためデカプリング指標等を導出して

いる。

　内閣府（2004）によると，「デカプリング（Decoupling）とは，経済的効用（Econo皿ic　goods）と環境

的不効用（Envh℃nmental　bads）の関連を切り離すことを意味する概念である。経済的駆動力（Driving

Foτce2）の増加率に比べ環境負荷（Envh℃nlne且tal　Pfessufe3）の増加率が小さいことを，「デカプリン

グが実現している」という。」とされている。また，デカプリングの推計には期首と期末のDFとEPの

データを使用してデカプリング比率を算出している。

　　　　　　　　　　　　　　デカプリング比率；
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（E％F）期首

　0≦デカプリング比率く1では，デカプリングが実現し，「持続可能な開発」という観点から望ましい

状態であり，デカプリング比率≧1ではデカプリングが実現しておらず望ましくない状態と解釈される。

（％）期．

1本稿の考察において農林水産省農林水産政策研究所の林岳研究員，および北星学園大学経済学部の高

橋義文講師から，有益なご指摘を頂戴した。ここに記して深く感謝の意を表します。

2以下DFと表す
3以下EPと表す
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　内閣府（2004）ではDFのデータとしてGDPを使用し，　EPについては温室効果ではGWP（地球温暖

化ポテンシャル），オゾン層破壊ではODP（オゾン層破壊ポテンシャル）などを使用し，環境テーマご

とに異なる物量データによりデカプリング比率を算定している。

　環境的側面を，環境テーマごとに評価することも必要であるが，国や地域等の会計単位全体として環

境的に持続可能な方向に進展しているか否かを一般市民にも理解し易くするには，個別指標から総合指

標へと変換する必要がある。環境負荷を単一指標へと変換するには，エコロジカル・フットプリント4が

有用である。そこで本稿では，まず経済の環境に対する影響をエコロジカル・フットプリントとして面

積換算された環境負荷と環境便益の両側面から捉えることを検討し，その後にデカプリング比率へ適用

することを検討する。なお，本稿では環境便益を汚染物質などの環境負荷を相殺できる環境サービスの

提供，換言すれば経済活動が直接的に環境の吸収機能を増進することに限定している。

1．環境負荷指標の改良

　　環境負荷（EP）に代わりエコロジカル・フットプリント（EF）化（面積換算）されたEPと環境

　便益（E且v貢。漁mental　Bel｝e負t5）の比を考える。これまでは環境負荷を発生量から削減量（あるいは

　吸収量）を控除して排出量として使用していた。これをEFで表現すると（EP－EI3）である。しか

　しながら，農林業のように大きなEBを発現させることができる場合，負値のEFとなり，理解困難

　な指標となる。

　　理論的にはEP≧0，　EB≧0であるが，一般的に環境負荷が全く発生しない経済活動は想定できな

　いのでEP＞0と考えてよいだろう。しかし，環境便益についてはEB嵩0が考えうるのでEB≧0で

　ある。そこでこれらの比を考えるとEB／EP≧0とできる。

　　ここで，EB／猛P＝EF・とおこう。そうすると，

　・　EF・＞1のときは，　EP〈EBで環境負荷は相殺され，環境便益に余力があるので環境を改善でき

　　　る可能性がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　EB
　●　　EF・㍊1のときは，　EP＝EBで環境負荷は相

　　殺されるが，環境便益に余剰は無いので環

　　境状態は変化しない。

・　EF・＜1のときは，　EP＞EBで環境負荷が環

　　境便益を上回り，環境負荷の蓄積により環　絹

　　境は悪化する可能性が高い。

●　さらにEB訟0のときは，　KF・＝0となり環

　　境負荷の蓄積により環境は悪化する。

　　したがって，EB／EP＝EF・が1を下回り0

　に近づくほど環境への圧力が強くなることを　o

　示す。

邸「〉壌

環境改善

傷鋤

　　　る瑞慧琢噸・

諺難球鱗礁

4鋭蕪；灘鞍弩ン鰻；
！

、

～
ゾ
㍉
〆
’

鴫
♂
’

傷
ぢ
〆
・

　
卍
“
妙

も
露
ハ

　
》イ

強意療藍碧恵与民謡ジ．憾鋼飯

　　　　　　　　　ソイノ
ぐこ碧減勢織撃

　をゆけ　ノピへ　いゆノぢ

種馬嘘誉懇二
　1．昌～湯’・毎

　　　　　　環境負荷

図1　環境負荷と環境便益のバランス

EP

4エコロジカル・フットプリントについてはMWackernagel　and　WRees（1996）を参照されたい。

5以下EBと表す。
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　　　ただし，上記の環境変化は，特定部門のみを対象とした場合は，全体としては他の部門からの環

　　境負荷や環境便益の発生状態に影響されるため，あくまで対象部門の状態変化を示すだけとなる。

　　さらに，農林業の多面的機能のような環境便益の発生が期待できない産業部門の場合は，すべて

　　EF・＝0となるため，環境効率の観察は不可能なことに注意する必要がある。このため，　EF・はエコ

　　ロジカル・フットプリントと同様に，ある時点の環境負荷と環境便益のバランスのスナップショッ

　　トと言えよう。

2．環境会計における適用方法の検討

　　　次に環境会計においては会計期間における期首と期末の状態から環境変化を考察する必要があ

　　る。多面的機能が地域的な効果を上げることができるのはEF・＞1であり，EF・≦1では地域的効果

　　は期待できないと判断できる。よって，E：F・＞1であるとき環境的に望ましい状態と言える。

　　　そこで期首と；期末のEF・について考える。；期首のEF・をEF・も一1，；期末のEF・をEF・tとし，その

　　差を考えてみよう。

　　EF・は大きいほど望ましいので，

　　①（EF・rEF・t－1）＞0であるとEF・t＞EF・t・1≧0でありt期では環境は改善する方向性を示すこ

　　　　ととなる。

　　②逆に（EF・t－EF・t・1）＜0であると0≦EF・KEF・も一1でありt期では環境は悪化する方向性を示

　　　　すこととなる。

　　③（EF・t－EF・t－1）＝0の場合は期首と期末の環境は変化しない。

　　と判断できる。つぎにこの差（EF・t－EF・レ1）の指数関数をREFとして定義する。

　　　　　　　　　　　　・xp（研「）
R脹・xp（五E㌧研二1）＝
　　　　　　　　　　　　・xp健1）

REF＞0であり，上記①の場合はREF＞1，②の場合は0〈REF＜1，③の場合はREF＝1となる。

　しかし，REFでは期中の環境変化の方向性しか判断できない。つまり，EF・の増減により変化の

方向を判断しているに過ぎず，EF・の大きさによる環境状態が反映されていない。そこで，　RE：Fと

EF・の大きさを合わせて考えてみよう。

　REF＞1のとき期申の変化の方向が環境改善を示し，かつ変化の結果，期末において環境便益が

環境負荷を上回る，つまり1＜EF・であるときに持続可能な方向に向かっていると考えられる。図

2の1とHの部分である。1では前期から持続可能な状態が継続しており，Hでは大幅な環境改善

により持続可能な状態へ移行した場合である。皿では，前期も今期も持続可能な状態ではあるが，

変化の方向としては後退している。図2の1からWまでの状態は以下の通りである。

（1）期首と期末ともに1〈E飛であるから環境便益が環境負荷を上回っており，環境負荷は発生し

　　ない状態であり，かっEF・t＞EF・も一1（REF＞1）であるから，より環境便益の効果が強くなつ

　　ているため，環境改善が進展する状態と考えられる。

（H）期首ではEF・旧く1であるから環境負荷が強く環境が悪化する状態であるが，期末時には1＜
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　EF・tであるから環境便益が環境

　負荷を上回っており，環境負荷

　　は発生しない状態となり，EF・も

　　〉猛F桐（REF＞1）であるから

　環境改善が進展する状態へと移

　無していると考えられる。これ

　　は，期中に大幅な環境負荷削減

　行動が行われるなど，環境便益

　　の効果が大きく発現するような

　行動が採られたと考えることが

　　できる。

（皿）期首と期末ともに1くEFrであ

　　るから環境便益が環境負荷を上

　　回っており，環境：負荷は発生し
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図2　期首，期末のE飛とREF

　　　　ない状態であるが，E翫くEF・卜1（REF＜1）であるから，環境便益の効果が低くなっているた

　　　　め，環境改善の速度が弱まっていると考えられる。

　　（W）期首では1＜EF・Uで環境便益が環境負荷を上園っており，環境負荷は発生しない状態である

　　　　が，期末には0≦EF・K　1であるから環境負荷が強くEF・KEF・レ1（REF〈1）であるから，環

　　　　境便益の効果がさらに低くなって環境が悪化する状態となっている。これは，期中で大きな環

　　　　境負荷が発生する行動（場合によっては災害による環境便益の減少なども考えられる）があっ

　　　　たと考えられる。

　　（V）期首と期末ともに0≦E画く1であるから環境負荷が強く環境が悪化する状態であるが，EF・t

　　　　＞EF囁（REF＞1）であるから環境改善が進展する状態へと移行している。しかし，依然とし

　　　　て環境負荷が大きい状態であり，環境悪化の速度がやや落ちた程度と考えられる。

　　（W）期首と期末ともに0≦EF・もく1であるから環境負荷が強く環境が悪化する状態である。さらに

　　　　E翫くEF・か1（REF＜1）であるから，環境悪化の速度が増していると考えられる。

3．デカプリング指標の改良

　　デカプリング指標6において泡Pをexp（EF・）に置き換え，その期首と期末の比をREFとすると，

と表現できる。

デカプリングが実現するのは，EF・の増加率（REF）がDFの土曽加率よりも大きい揚合である。

6以下DIと表す。
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　つまり，DI＞1のケースではデカプリングが実現しており，持続可能性の観点からは望ましく，

0＜DI≦1ならばデカプリングが実現しておらず望ましくないと言え，わが国のDI指標とは逆の読

み方となる7。

おわりに

　　以上のような環境指標は，農林業のような多面的機能により環境便益を発現できる経済部門に対し

　ては，社会全体に対する環境改善の貢献を示すことが可能である。しかしながら，製造業など環境便

　益を発現させることが比較的困難な部門では，本稿が対象とする環境便益では部門の環境効率改善は

　適切に評価できない。こうした部門の環境便益との関わりを適切に表現するためには，環境NPOへ

　の支援など間接的な環境便益への貢献を計測・評価する必要がある。

参考資料

［1】内閣府（2004），平成15年度内閣府委託調査『SEEAの改訂等にともなう環境経済勘定の再構築に関

　する研究報告書』財団法人日本総合研究所，平成16年3月

［21HAYASHI，T．，　TAKAHASHI，Y　and　YAMAMOTO，M．（2005），“H：ow　Can　W6　Evaluate　the

　Sustai簸ability　of　Agriculture？An　Evaluation　by　NAMEA　and　Ecological　Foo右print”小樽商科大

　学商学討究，第56巻第2・3合併号，pp　131・144

［3】M．～砺ckernagel　and　WRees（1996），　0碑2900Zン0｛躯（ンL乙Rブ0クエ㍑乙M　／1己θゴααh8∬z11ηヨエ1

　伽∂o‘〇四顔θ幽r訪，New　Society　Publisher（邦訳　和田喜彦監訳『エコロジカル・フットプリン

　　ト：地球環境持…続のための実践プランニング・ツール』合同出版，2004）

7内閣府（2004）p175
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